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論 文 内 容 要 旨
本論文 は、福島県伊達郡の絹織物業を対象 として、近代 日本の在来産業の発展 ・変化、並 びにそ
の振興策の性格を、特に地域社会 との関わ りを中心に して分析 しよ うとした ものである。具体 的に
は、在来産業を担 っている実業家たちと地域の人 々、なかんず く地域有力者 との関係を分析す るこ
とを通 じて、在来産業の発展 ・変化、その振興に、いったい地域が どのよ うな形で関与 し、 また両
者 の関係が、いっ頃、どのように変貌 し始 めていたのか、 ということを明 らかに したい。
明治中期 までの川俣地方絹織物業 は、依然それまでの農家副業を中心 とす る小規模零細経営が主
流であった。また流通に関 しても、市場における現金取引が中心 となっているなど、未だプ リミティ
ブなままであり、在地の買継商 も、資本蓄積を進 めた、資金的に豊かな有力大商人 は存在 していな
か った。 このよ うな後進絹織物業地域 といえる川俣地方において も、粗製濫造が問題 とな り、 その
防止が叫ばれ、同業組合の設立 ・検査事業の開始 にまで進む ことにな る。
1896年に創設 された川俣絹織物同業組合は、絹織物業を実際に担 っている買継商や主要 な仲買商、
町場の機業家 は言 うに及ばず、伊達郡内の絹織物業者、つまり農村部 の農家副業に基づ く生産者 ま
で も包括する形で形成 された。 それ故選出 された組合指導部は、農村富農たちによ って多数派が 占
め られ、その事業展開は、結果的に農村富農 たちによって担われる形 とな った。彼 らは農村の名家
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であり、地域社会における影響力 は、新興 の商業者以上 に保持 していた。従 って彼 らの力を結集す
ることによって、地域 にとって全 く新 しい組織である同業組合を この地に設立 させ、事業 を展開す
ることが可能 になったといえる。 ただ し彼 らは、あ くまで も家業 としての農蚕業を中心 と した経営
を行 っていた人々であり、実際に絹織物業者 として活発 な活動を行 っていた訳ではない し、 それに
ょって蓄積を行お うと していたわけでもなか った、 とい うことには注意 してお く必要 があろ う。つ
まり彼 らは絹織物実業家 として、その利害 に則 って同業組合 の設立 ・事業展開を指導 していたので
はなかったと、考 えられ るのである。地域経済振興のたδ6、地域 の基幹産業である絹織物業のさ ら
なる発展のたき6、組合を設立 して検査事業を行 うことの重要性を認識 し、積極的にこの同業組合 に
関与 していったのである。 それ故実際の実業家で はない彼 らの打 ち出す政策は、 ある意味で理想的
であり、それまでの絹織物業界の現実を無視 した方針になりやすかったといえる。 そのため実業家
たちと、 しば しば衝突 を繰 り返 して もいたのである。
結局川俣地方 においては、実際に同業者組織化政策を推 し進めていたのは、斯業 に利害関係の薄
い農村富農 たちであり、地域経済発展 とい う 「高尚」な動機 の下 に、現実 に在来産業を担 っている
実業家たちの抵抗 を押 し切 り、組合事業を遂行 していたのであった。
それが 日露戦後期 になると、伊達郡輪出絹織物業は、極度 の停滞 ・不振に直面す ることとなった。
再 び粗製濫造問題が頻発すると共 に、新たに設置 された県立検査所 による検査 さえ、 この品質問題
の改善 に何等有用な効果を上 げることは出来なかった。 このよ うな時期 に、絹織物同業組合が どの
よ うな手立てを講 じていたか とい うと、それ は、組合員の圧倒的多数を占める在村小規模絹織物業
者 にとって、満足のい くものではなか った といえる。創立以来農村富農 に指導 された同業組合 の運
営 は、 この時期 マンネ リ化 ・官僚制化 し、受動 的な活動 しかできな くなっていた。 これは、農村富
農 たちには、 もはや同業組合を主導することが難 しくな っていたことを表 していよう。 このような
同業組合の状況 に対 し、大 きな不満を募 らせていたのは、輸出絹織物業不振の影響 を最 も蒙 ってい
た在村小規模絹織物業者たちであ り、 それ故彼 らが、同業組合 による、 より一層効果的な輸 出絹織
物業振興策 を求 めて、組合執行部 を突 き上げることになった。
一方川俣町の絹織物業者 は、 この時期同業組合か らある程度距離 を置 き、在村の小規模絹織物業
者 とは異な った対応 をとり、独 自の絹織物業振興 を目指すようにな っていた。 さらに川俣町の絹織
物業者 は、商人を中心に力織機生産を展開す るよ うになり、そ してその力織機生産者が伊達郡 の輪
出絹織物業 を担 うようにな っていたのである。 この結果、従来以上に川俣町の絹織物業者が、伊達
郡輸出絹織物業 の中でイニシアテ ィブを発揮す るようにな り、 その影響力が大 きくな っていく。そ
の一つの結露が、同業組合の解体であ った といえよう。 この解体をめ ぐる騒動においては、従来の
農村富農対在村小規模絹織物業者 とい う従来の対立の図式は崩壊 し、農村富農+在 村小規模絹織物
業者対川俣町 ・飯野村の絹織物業者 とい う対立構造へと変貌を遂げていた。 その過程で川俣町の絹
織物業者 は、在村業者を切 り捨て、逆 に県内他産:地の業者 との提携を押 し進 めてい くことになる・
ところで、 このよ うに輸出絹織物業 のイニ シアティブを取 り始めた川俣町の絹織物業者ではある
が、彼 らの力のみによって、力織機導入をは じめとす る斯業振興策 を展開することは、資金的な面
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だ けを取 ってみて も、当時かな り困難 な ものがあ った。従 ってど うして も農村富農 ・資産家か らの
援助が、客観的に必要な情勢にあった。 そ して実際、川俣町ではこの時期、輸出絹織物業を支援す
る振興策が展開されていたのである。 その際資産家層 は、地域 内有力者 として、絹織物業振興 に関
与 ・協力することを期待 され、また期待 に反す る行動 は許 されないという 「責任」 も負わ されてい
た。 そ して彼 らはそれを、一面で は能動的 に果た していたのである。 しか し資産家層の、 この 「責
任」行動 には、一定 の限度が存在 していた。 このような限度を示す資産家層の態度 に対 し、 自分 た
ちの円滑な経営活動 のため、 どうして も資産家層 の支援を必要 としていた絹織物業者達 は、資産家
層に対 して、地域内有力者 としての 「責任」を果 たす こと、すなわち基幹産業である絹織物業への
一層 の関与を行 うことを要求 し、突 き上 げていた。
結局、明治期の主 たる在来産業振興策である同業者組織化政策においては、商業者 や精練業者、
さ らに副業的生産か ら 「工場」的生産まで、様々な絹織物業者が結集 し、農村富農の主導の下、検
査業務を中心 とす る絹織物業振興策を展開 していた。 この明治期的在来産業振興策の特徴 は、直接
産業 に関わ らない地域有力者が、その産業振興策 に積極的に関与 し、主導権 を握 っていた ことにあ
る。っま り地域一体 となって在来産業振興策 を展開 していた、 とい う性格を持 っていたのである。
ところがこの日露戦後期 には、同業者組織化政策 において も、 その主導権が、農村富農 ・地域有力
者か ら、実際 に輸出絹織物業を担 っている実業家、特 に町場の力織機生産者を中心 とす る絹織物業
者 に転換 し始 めていた。彼 らが絹織物業 における主導権を取 り始めたのである。 しか しなが ら彼 ら
は、地域有力者か らの支援 を全 く受 けないで、独 自に絹織物業振興策を展開す ることは、未だ出来
なかった。従 って彼 らは、地域有力者を突き上げ、その支援を得 ようと し、 また一方地域有力者 は、
ある程度 までの支援を行いなが らも、絹織物業者 に、出来 る限 りの自助努力を求 め続 けていた。 そ
れ故 日露戦後期は、 それまでの農村富農 ・資産家の主導に基づ く地域一体的な在来産業振興策が転
換 し始めた時期であ ったといえるだろう。実業者がその独 自性を強め、業界における主導権を獲得
す ると共 に、他方で実業者 と資産家層 の間で、在来産業振興策 をめ ぐって激 しい駆け引 きが展開さ
れていたのである。従 って日露戦後期 の在来産業振興策は、明治期的な地域一体的性格が変化 して
い く、過渡的段階にあったといえ る。
その後、空前の繁栄期であった第一次世界大戦期を経た1920年代、すでに農村富農 ・資産家たち
は地方企業家的性格を強化 し、資本合理性を追求す るようになってお り、従 って斜陽産業 とな りつ
つあ った輸出絹織物業振興策への支援 ・関与 を放棄するよ うになっていた。彼 らは、地域普遍性を
強め、在来産業に関与す るか否かを、彼 らの地域社会 における地位、ない しそれ との関係ではな く、
資本合理的な経済的利潤動機によって決定するよ うになっていたのである。従 って このよ うな資産
家層 の経済行動意識の変化 によ って、 明治期 に見 られたよ うな、在来産業振興策 における資産家 と
絹織物業者 との結合関係 は崩壊 して しま うこととなった。 そして地域的結合関係を強化 しようとし
た絹織物業者 は、資産家に代わ って、町行政当局 を地域振興策の主体 として登場 させようと した。
つ まり1920年代、それまで地域経済の擁護者であ り、在来産業振興策遂行の重要な一角を担 ってい
た資産家たちが、経済合理的な行動意識 を支配的 とさせ、 その役割を果たさなくなると共 に、一部
経258
商工業者、 さらには政府 ・県当局 の期待 もあ り、役場が代 わってその役割を担いっっあったと言え
る。そ してこのような経済行動面における地域民衆意識の変化、特に地域内資産家の意識の変化が、
彼 らの、在来産業振興策におけるイニ シアテ ィブの発揮、町内一致体制 による展開 とい う、明治期
的在来産業振興策の性格 を転換 させ ることに繋が っていったので ある。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、福島県伊達郡の絹織物業を対象 と して、近代 日本の在来産業 に対する振興政策の性格
を地域社会 との関わ りを中心 に分析 した ものである。全体 は5章 か らなる。 まず序章では、分析視
角が明 らかにされる。従来の在来産業論研究 は、経済主体 の経済的合理性を過度 に前提 としている
が、地域経済での経済行動 には他 の動機 も重要だ として、農村有力者や実業家の行動をとお して在
来産業振興政策 の性格を明 らかにす ることが企図される。第一章では、明治 中期 における川俣絹織
物業での同業組合活動の展開 と地域社会 の関連が分析 され る。 同時期の川俣絹織物業では、依然 と
して家族労働力によ る零細経営が主流であり、粗製濫造が産業発展上の重要 な問題 となっていた。
その対策 として同業組合の設立が 目指 されたが、その主導者 は地域社会に影響力を もつ農村富農で
あ った。彼 らは、 自らの直接の利害 というよ り地域経済の振興 のために同業組合に関与 したのであ
り、その理想主義的な政策のために しば しば実業家 と衝突 した。第二章 では、 日露戦後 における在
来産業振興策が とりあげられ る。 日露戦後 には町場の小規模業者 を中心に力織機導入が行われ、彼
らが輸 出絹織物業の主導権を握 った。その結果、同業組合は解体す るが、依然 として地域絹織物業
の振興 には地域資産家 の協力が必要であ り、織物業者 は資産家 の支援 を要請 した。第三章で は、
1920年代の振興政策の展開が問題 とされる。第一次世界大戦後には川俣絹織物業 は不振 となり、産
業組合や絹織物業者の負債整理が大 きな問題 となった。 しか し地域資産家 は、地方企業家的性格を
強め、経済合理性を追求するよ うになったため、絹織物業への支援や関与 を放棄するにいたる。絹
織物業者 は、代 わりに町当局に依存 して振興策 を実施させ、工業組合を設立 した。地域資産家の経
済意識の変化が、資産家 と絹織物業者が一体 とな った在来産業振興政策の構造を変化 させたのであっ
た。終章では、資産家が在来産業の振興 に関与す る要因を問題 とし、地域社会 における指導的な地
位にそれを求 めている。 しか し、在来産業への関与が次第 に純粋な経済活動 と意識 され るにっれて、
資産家 は在来産業振興か らは手を引いてい くとされる。
これまで、在来産業振興政策 にっいての研究は、主に中小企業政策などの観点か ら行われて きた。
これにたい し本論文 の特長 は、その展開を地域社会のなかに位置づ け、 しか も、 その遂行主体の意
識にさかのぼって問題 とす るとい う新たな分析視角を導入 した点 にある。その結果、必ず しも産業
発展の当事者ではない地域資産家が、地域社会の指導的地位 と意識を有す るために、当初は地域産
業 の振興政策に関与 していったこと、 しか し後には経済合理性 を強めて、振興政策 に関与 しな くな
るなどの新 たな知見が提出 されている。 この点 は、本論文 の大 きな成果であ る。
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他方、実証的には残 された問題 も多い。例えば、農村富農 と町場 の有力資産家 とを同 じ存在 とし
て扱 っていること、経済行動の変化か ら経済意識 の変化を直ちに推論 してお り、意識変化 を実証す
る方法が確立 されていない こと、地域社会の中の対立関係 のとらえ方が平板 なこと、県や町当局の
意識変化が扱われていない こと、などである。 また、 この地域の分析結果が、 どの程度他地域 にも
;適用できるのかという問題 もある。
しか し、本論文 は、新 しい視角による分析 とい う基本的 メ リットを有 してお り、今後のこの視角
によ る研究の展開を大 いに期待 させ るもの とな っている。
よ って、本論文 は、博士(経 済学)論 文 として合格 と判定す る。
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